
「Aichi［愛知］・総合経済対策」（概要版） 

柱１ 

スタートアップを起爆

剤とした国際イノベー

ション都市への飛躍 

【スタートアップ】「ステーションＡｉ」の整備・早期支援拠点の運営、スタートアップの成長段階に応じた支援、海外の大学・支援機関との連携 等 

【次世代産業】自動運転の社会実装の支援、「ＭａａＳ」など新たなモビリティサービスの普及促進、県内企業の航空宇宙産業への参入・事業拡大支援、

中部国際空港等におけるサービスロボットのショーケース化、ドローンの社会実装の支援、「知の拠点あいち重点研究プロジェクトⅢ期」の推進 等 

【産業立地・海外展開】「産業空洞化対策減税基金」を原資とした補助金等による新規立地や再投資の促進、産業用地の開発、豊田・岡崎地区における研

究開発施設用地造成の推進、「あいち国際ビジネス支援センター」等による県内企業の海外展開の支援 等 

【中小・小規模企業対策】経営や金融、事業承継への支援、小規模事業者の経営革新の促進、繊維・窯業等の地場産業、伝統工芸産業の振興、商店街の

振興 等 

【農林水産業の振興】施設整備・機械導入等への支援、漁村の活性化、ＩＣＴ等を活用したスマート農業・林業の推進、６次産業化支援、輸出拡大 等 

柱２ 

ジブリパークの整備等

の大規模プロジェクト

による誘客の促進 

【大規模プロジェクトの推進】ジブリパークの整備推進、官民連携による新たな展示会需要の創出、ＭＩＣＥを核とした国際観光都市の実現に向けた調

査研究、高級ホテルの立地促進、アジア競技大会の開催準備・大会を契機とした地域活性化の推進、アスリートの育成、愛知県新体育館の整備 等 

【2020 年度の大規模イベント】ＦＩＡ世界ラリー選手権を活用した地域活性化の推進、「ロボカップアジアパシフィック2020あいち」・「ワールドロボッ

トサミット2020」の同時開催、技能五輪全国大会・全国アビリンピックの開催 

柱３  

産業首都あいちを支え

るインフラの整備 

【道路】名古屋環状２号線、一宮西港道路、名岐道路、西知多道路、名豊道路、三遠南信自動車道、浜松三ケ日・豊橋道路（仮称）等の整備促進  

【鉄道】リニア中央新幹線の2027年度開業促進、名古屋駅のスーパーターミナル化の推進、名古屋駅と豊田市間の速達化の推進（鉄道高架事業）、中部

国際空港とのアクセス利便性の確保等 

【港湾】名古屋港（名古屋港の浚渫土の中部国際空港沖処分、ポートアイランドの利活用）、三河港、衣浦港の整備促進 

【空港】中部国際空港二本目滑走路の整備に向けた取組の推進、県営名古屋空港の利活用促進（コミューター航空利用・ビジネス機拠点化） 

柱４ 

安全・安心を確保する

ための投資 

【教育】学科改編やコースの設置に併せた施設・設備の整備、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けたＩＣＴ環境の整備、長寿命化・トイレ環境改善、東

三河地域における特色ある県立学校づくりプロジェクトの推進、特別支援学校の整備・充実、愛知県立芸術大学の新校舎整備の推進 

【医療・福祉】救命救急センターを始めとした救急医療施設の運営・設備整備への支援、周産期母子医療センターの設備や分娩取扱施設・設備の整備・

充実、「あいちオレンジタウン構想」の推進（「国立長寿医療研究センター」の機能強化に対する支援等） 等 

【ゼロメートル地帯の浸水対策】河川、海岸堤防や排水機場などの地震・津波・高潮対策の推進、木曽三川下流域の広域的な防災活動拠点の整備 等

【公共施設の老朽化対策】「愛知県公共施設等総合管理計画」に基づく公共施設の点検・診断及び、維持管理・修繕・更新 等 

＜経済の現状認識等＞ 

 ・我が国経済は､緩やかな回復が続いているものの、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱、米国とイラン関係の緊迫化など、様々な不確実性が存在。 

 ・グローバル化（ＴＰＰ11、日米貿易協定等）、デジタル化（ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等）という社会潮流への備えも強く求められる状況。 

＜国の総合経済対策＞ 

 ・2019年 12月に以下の３つの柱による総合経済対策を策定。 

①災害からの復旧・復興と安全・安心の確保 ②経済の下振れリスクを乗り越えようとする者への重点支援 ③未来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上

 ・「15か月予算」の考え方のもと、機動的かつ万全の対策を講ずるとしている。 

＜Aichi［愛知］・総合経済対策の策定＞ 

 ・愛知県は、我が国の「産業首都」であり、政府が総合的な経済対策を実施する中で、全国をリードする取組を展開し、日本の成長エンジンの役割を果たすことが必要。 

Ⅰ．背景・趣旨 

Ⅱ．対策（以下の４つの柱により、2020 年度予算の編成に合わせ、本県独自の総合経済対策を策定） 

別添１


